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令和７年９月議会において検討を約した事項

担当部局
関係部局

(1) 少子化対策について 福祉部　他

(2) 最先端技術の実装化・産業化について 商工労働部

(3) ペロブスカイト太陽電池の府域での導入促進 環境農林水産部

(4) 山や農を中心とした千早赤阪村の活性化 環境農林水産部

(5) 夢洲第2期区域のまちづくりについて 大阪都市計画局

(6) 府内におけるトラック等の駐車場・休憩所の計画的な整備 大阪都市計画局　他

１．知事が検討を約した事項(６項目)



令和７年９月議会において知事が検討を約した事項

番号 質問項目 検討を約した内容要旨 対応状況（R7.12月末時点）
検討期限
（予定）

質問の種類
（会派）

担当部局
関係部局

1 少子化対策について 少子化対策調査の中間とりまとめを基
に、若者や子育て世帯、更に有識者への
ヒアリング調査を実施することとしてお
り、その結果を踏まえ、男性の育児参加
などの共育ての推進や職場における働き
やすい環境づくりに向けた支援など、施
策の具体化に向け検討していく。

　少子化対策調査において、諸外国・他
自治体等の事例調査や市町村の少子化に
かかる現状を把握するための地域分析調
査（重回帰分析）、有識者ヒアリング等
を実施し、その調査結果を踏まえ、令和
7年度末に府としての少子化対策の方向
性等を示す少子化対策プランをとりまと
める。

代表質問
（公明）

福祉部
商工労働部

2 最先端技術の実装化・
産業化について

国・オール関西で、万博会場内外で披
露された最先端技術の実装化・産業化を
推進するための仕組み・体制を実現でき
るよう検討を進めていく。

　万博で披露された最先端技術等の実装
化・産業化については、大阪・関西に強
みのある分野を中心に、経済界、関西広
域連合、大阪市、国等とともに、その取
組を加速させる体制の構築に向け、調整
を進めている。

代表質問
（維新）

商工労働部

3 ペロブスカイト太陽電
池の府域での導入促進

都市部である大阪府内では、導入可能
性が高いことを踏まえ、府域で利用が広
がるよう検討を進める。

　ペロブスカイト太陽電池について、府
有施設への設置可能性調査や率先導入な
ど、令和8年度の事業実施に向けて検討
している。

代表質問
（維新）

環境農林水産部

4 山や農を中心とした千
早赤阪村の活性化（ち
はや園地に、期間限定
でもミャクミャクの森
パークを作れないか）

ちはや園地にミャクミャク像を運搬す
る手法など、色々課題はあるが、ミャク
ミャクの森パークについて、何ができる
かしっかり考え、議論する。

　令和8年度中に、ちはや園地でのミャ
クミャクを活用したイベントや展示の実
施について検討を行っているところ。
　今後、千早赤阪村や日本国際博覧会協
会など関係者と調整を進めていく。

一般質問
（維新）

環境農林水産部



令和７年９月議会において知事が検討を約した事項

番号 質問項目 検討を約した内容要旨 対応状況（R7.12月末時点）
検討期限
（予定）

質問の種類
（会派）

担当部局
関係部局

5 夢洲第2期区域のまち
づくりについて

　大阪市とともに、万博の剰余金の活用
をはじめとする財源の確保などを前提
に、大屋根リングの一部とその周辺区域
を含め、万博を記念する公園としての整
備を検討していくこととし、これ以外の
民間開発区域については、令和8年春頃
から事業者募集を開始し、速やかに具体
化を図る。引き続き、大阪・関西のさら
なる成長に向けて、夢洲第2期区域のま
ちづくりをしっかりと進めていく。

　大屋根リングについて、その部材の状
態を確認したうえで、万博の剰余金の活
用をはじめとする財源の確保の目処が立
つことを前提に、大阪市が大屋根リング
約200ｍを引き継ぎ、周辺エリアを含
め、万博のレガシーを将来世代へ継承す
る「公園・緑地等」として整備、維持管
理することを検討している。
　今後、大屋根リングの利活用について
の検討結果などを踏まえ、令和8年春頃
に「夢洲第2期区域マスタープラン
Ver.3.0」を策定し、同マスタープラン
を踏まえた開発事業者の募集を開始する
予定。

代表質問
（維新）

大阪都市計画局

6 府内におけるトラック
等の駐車場・休憩所の
計画的な整備

自動運転やICTの活用による物流の効
率化の動向も注視しつつ、関係部局にお
いて、取組の必要性を検討していく。

　国においては、物資の流通の効率化に
関する法律に基づき、荷待ち時間の短縮
など物流の効率化に向けて、民間事業者
に努力義務を課したほか、自動物流道路
の検討などが進められている。
　引き続き、国の動向などを注視しつ
つ、府における取組の必要性を検討して
いく。

都住委員会
（自民）

大阪都市計画局
都市整備部


